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現代カナダの食品産業とアグリビジネス企業

　　　　　米加自由貿易協定下の再編動向を中心に

松　原　豊　彦

１． はじめに

　小論の主題は，１９８０年代のカナダにおける食品産業と大手アグリビジネス企

業の動向を明らかにすることである 。

　アグリビジネスとは，農業投入財の製造，農業生産，農産物の加工 ・貯蔵 ・

流通およびフードサービスまでを含む農業 ・食糧関連産業全体をさす概念であ

る（Ｄ。。ｉｓ　ａｎｄ　Ｇｏ１ｄｂ。。ｇ，ｐ．２）。 これらの産業は，もともと農業経営が担 ってい

た諸機能が分離 ・自立化して派生してきたものであるが，それぞれの分野で寡

占化が進み，巨大なアグリビジネス企業の市場支配力が強くなるにつれて，契

約生産などを通じて農業経営に様々な影響を及ぼすようになっ た（Ｖ．ｇ１。。，ｐｐ

１３４－４３）。 また，大手アグリビジネス企業がさかんに海外投資を行い，在外子

会社の設立や買収を通じて，多国籍アグリビジネス企業となるケースが近年少

なからず生まれている 。

　以上のような傾向はまずアメリカで顕著となっ たが，同じ北米に位置して ，

農業生産のさかんなカナダにおいてもアグリビジネス企業の巨大化と国際化が

近年目立つようになっ た。 カナダの特徴はアメリカ企業の子会社がもともと多

いこと ，そして，１９８９年１月に発効した米加自由貿易協定（Ｃ
．ｎ．ｄ。一Ｕ　Ｓ　Ｆ。。。

Ｔ。。ｄ．Ａｇ。。。ｍ．ｎｔ）のもとで，カナタの食品産業に激しい再編の波が押し寄せて

いることである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２９２）
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　そこで，小論では米加自由貿易協定のもとでの食品製造業（飲料を含む）の

再編動向を中心にして，８０年代におけるカナダの食品産業と大手アグリビジネ

ス企業の急速な変貌の状況を具体的に検討したい 。

　分析は次のような順で行われる。まず，カナダの食品製造業全体の構造を概

観し，その特徴を明らかにすることである（第２節）。 これに続いて，大手アグ

リビジネス企業の動向を，とくに最近の業界再編成に焦点を当てて分析する

（第３節）。 そして，巨大アグリビジネス企業の個別事例分析として，世界最大

の穀物商社 ・農業関運総合企業であるカー ギル社のカナダでの事業展開をとり

あげて具体的に検討する（第４節）。

２． カナダの食品飲料製造業の構造と特徴

　（１）産業規模と品目構成

　以下では，カナタの食品飲料製造業の構造を統計資料を中心として概観し ，

その特質を検討する。分析の対象は，食品製造業，飲料製造業およびタバコ 製

造業であり ，カナダ統計局の資料を主に利用する 。

　１９８６年のカナダの食品飲料製造業（タバコを含む）の年間出荷額は４０８億ドル
，

製造業全体に占める比率は１６ ．１％である 。雇用者数は２３ ．４万人で，製造業全体

表１　カナダの製造業全体に占める食品飲料製造業の位置

１９８２ １９８３ １９８４ １９８５ １９８６

出 食品飲料製造業（・） ３４２ ３５４ ３７８ ３９３ ４０８

荷 製造業合計（ｂ） １， ８７７ ２， ０３４ ２， ３０２ ２， ４８７ ２， ５３４

額 ａ／ｂ（％） １８ ．２ １７ ．４ １６ ．４ １５ ．８ １６ ．１

雇 食品飲料製造業（・） ２３２ ２２６ ２２６ ２３１ ２３４

用 製造業合計（ｄ） １， ７０２ １， ６７１ １， ７２２ １， ７６６ １， ８０９

者 ｃ／ｄ（％） １３ ．６ １３ ．５ １３ ．１ １３ ．１ １２ ．９

注）出荷額は億ドル、雇用者は千人 。
資料）Ｓｔａｔｌｓｔｌｃｓ　Ｃａｎａｄａユ９８６Ｍａｎｕｆ　ｔ　ｇ　ｍｄｕｓｔｒ１ｅｓ　ｏｆ　Ｃａｎａｄａ　ｎａｔ１ｏｎａ１ａｎｄ　ｐｒｏｖｍｃ１ａｌ　ａｒｅａｓ　Ｃａｔ３１－ ２０３

　Ａｍｕａ１（Ｏｃｔｏｂｅｒ１９８９）

　　Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃｓ　Ｃ　ｄ　Ｆｏｏｄ　Ｉｎｄｕｓ血ｅｓ１９８６Ａｍｕａ１Ｃ ｅｎｓｕｓ　ｏｆ　Ｍａｍｆａｃｔｕｒｅｓ　Ｃａｔ３２－２５０Ａｍｕａ１（ｊａｎ１９９０）

　　Ｓｔａｔｌｓｔ１ｃｓ　Ｃ　　ｄ　１９８６Ｂｅｖｅｒａｇｅ　ａｎｄ　Ｔａｂａｃｃｏ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｉ　ｄ　 ｔ　ｅｓ　Ｃａｔ３２－２５１Ａｎｎｕａ１（Ｏｃｔｏｂｅｒ１９８９）

　　　　　　　　　　　　　　　（２９３）
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の１２９％である（表１）。 これを他の主要製造業部門と比較すると ，自動車（部

品を含む）の出荷額３８５億ドル ・雇用者数１５ ．２万人，紙 ・パルプ２０１億ドル ・

１１７万人，金属加工１５０億トル ・１４８万人となっ ており（Ｓｔ．ｔ１．ｔｌ。。 Ｃ．ｎ．ｄ。，Ｃ．ｔ

３１－２０３），食品飲料製造業は，カナダの製造業の中でも出荷額 ・雇用者数にお

いて最大の部門の１つである 。

表２　食品飲料製造業の品目別構成（１９８６年）

　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：出荷額 ・付加価値額は百万ドル）

工場数 出荷額
付加価 雇用者数
値　額 （百人）

食肉 ・肉製品（家禽を含む） ６４９ １０ ，１９６ １， ９７１ ４２７

水産食品 ４０４ ２， ２８６ ８７６ ２８９

果実野莱製品 ２２２ ２， ６０２ １， １４９ １７１

飲用乳 ・その他の乳製品 ３９３ ６， ６６８ １， ７６０ ２６２

飼料 ・穀物製品 ５９１ ３， ９３２ １， ０６０ １５０

植物油（コーン油を除く） １１ ７３２ ８５ １１

実　　数
ビスケ ット ・パン ・べ一カリー ５１３ ２， ０７３ １， １３２ ２８３

砂糖 ・チ ューインガム ・菓子 １２１ １， ４５２ ７１４ １０８

その他の食晶 ３６５ ４， ２０３ １， ８３２ ２４９

食品製造業小計 ３， ２６９ ３４ ，１４４ １０ ，５７８ １， ９４９

飲料製造業小計 ３１３ ５， ０４６ ２， ７９８ ３１７

タバコ
２５ １， ６２３ ８３８ ７０

食品飲料製造業合計 ３， ６０７ ４０ ，８１２ １４ ，２１４ ２， ３３６

食肉 ・肉製品（家禽を含む） １８ ．Ｏ ２５ ．０ １３ ．９ １８ ．３

水産食品 １１ ．２ ５． ６ ６． ２ １２ ．４

果実野莱製品 ６． ２ ６． ４ ８． １ ７． ３

飲用乳 ・その他の乳製品 １０ ．９ １６ ．３ １２ ．４ １１ ．２

飼料 ・穀物製晶 １６ ．４ ９． ６ ７． ５ ６．４

植物油（コーン油を除く） ０． ３ １． ８ ０． ６ ０． ５

構成比％
ビスケ ット ・パン ・べ一カリー １４ ．２ ５． １ ８．０ １２ ．１

砂糖 ・チ ューインガム ・菓子 ３． ４ ３． ６ ５． Ｏ ４． ６

その他の食晶 １０ ．！ １０ ．３ １２ ．９ １０ ．６

食品製造業小計 ９０ ．６ ８３ ．７ ７４ ．４ ８３ ．４

飲料製造業小計 ８． ７ １２ ．４ １９ ．７ １３ ．６

タバコ
Ｏ． ７ ４． Ｏ ５． ９ ３． Ｏ

食品飲料製造業合計 １００ ．０ １００ ．０ １００ ．Ｏ １００ ．Ｏ

資料）Ｓｔａｔｌｓｔｌｃｓ　Ｃ　ｄ　１９８６Ｍａｎ　ｆ　ｔ　ｇ　ｍｄｕｓｔｒ１ｅｓ　ｏｆ　Ｃａｍｄａ　ｎａｔｍａ１ａｎｄ　ｐｒｏｖｍｃｌａ１ａｒｅａｓ，Ｃａｔ３１－２０３

　　Ａ叫　１（Ｏｃｔｏｂｅｒ１９８９）

（２９４）
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　食品飲料製造業の品目別構成を示したのが，表２である。食品飲料製造業の

出荷額全体に占める比率は，食品８３ ．７％，飲料１２ ．４％，タバコ４ ．Ｏ％という構

成になっ ている。雇用者数についてもほぼ同様の構成である 。

　カナダ統計局の産業分類では，食品製造業を９つの中分類に区分し，さらに

その中をいくつかの小分類に分けている。以下では，同区分にしたがって食品

製造業の品目別構成を概観しておこう 。

　中分類別にみた食品製造業の出荷額上位３部門は，食肉 ・肉製品（２５ ．Ｏ％） ，

飲用乳 ・その他の乳製品（１６ ．４％），飼料 ・穀物製品（９ ．６％）であり ，この３部

門で食品飲料製造業の出荷額全体の５１％を占めている。この出荷額構成はカナ

ダ農業の生産構成をある程度反映しており ，１９８６年の全農場受取額に占める比

率は牛 ・豚 ・家禽肉３２ ．６％，穀物１８ ．１％，酪農１３ ．８％で，この３つでカナダの

農場受取額の６５％を占めていた（Ｓｔ．ｔｉ．ｔｉ。。 Ｃ．ｎ．ｄ。，Ｃ．ｔ．２１－ ６０３Ｅ）。

　雇用者数においても ，食肉 ・肉製品（１８ ．２％），飲用乳 ・その他の乳製品

（１１ ．２％），飼料 ・穀物製品（６ ．４％）で，この３部門が３５．８％を占めている 。と

はいえ，水産食品とビスケ ット ・パン ・べ一カリー製品がそれぞれ雇用者数の

！２％を占めていることも見逃せない。食肉 ・乳製品 ・穀物の３部門は食品産業

における一次加工部門の性格を強く持っており ，出荷額に占める原材料費の比

率が高く ，付加価値額の比率が低いので，雇用者の構成比も低くなる 。

　なお，飲料製造業部門も出荷額の１２ ．４％，雇用者数の１３ ．６％を占めており ，

カナダの食品飲料製造業の中で重要な位置にある。表示は略したが，飲料製造

業はソフトドリンク ，ウイスキー ビール，ワインの４つに小区分され，出荷

額・ 雇用者数が多いのは，ビール（それぞれ５ ．４％，５．８％）とソフトドリンク

（同４４％，５３％）である（Ｓｔａｔ１・ｔ１ｃｓ Ｃａｎａｄａ，Ｃａｔ３２ －２５１）。

　（２）地域別構成

　表３は，食品飲料製造業の出荷額の地域別構成を示している。ここでは，２

つの側面からその特徴を見ておこう 。

　第一に，地域内の製造業全体の中での食品飲料製造業の位置である。大西洋

　　　　　　　　　　　　　　　　（２９５）
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表３　食品飲料製造業の地域的分布（１９８６年）

出荷額（百万ドル） 食品／全製造業 食品／カナダ食品

全製造業 食品飲料製造業 （％） 計（％）

大 西　洋 岸 １１ ，３０９ ２， ９８７ ２６ ．４ ８． ７

ケ ベ　　ツ ク ６１ ，１０１ ８， ８８４ １４ ．５ ２６ ．０

オ ン　タ　リ オ １３６ ，８４８ １３ ，５６１ ９． ９ ３９ ．７

マ ニ　　ト ノ寸 ５， ６４９ １， ６８０ ２９ ．７ ４． ９

サスカチ ュワン
３， ０５９ ８７１ ２８ ．５ ２． ６

ア ル　バ　ー タ １５ ，１７５ ３， ４０６ ２２ ．４ １０ ．０

Ｂ． Ｃ． ２０ ，２２４ ２， ７５３ １３ ．６ ８． １

カ ナ　　ダ 計 ２５３ ，４１１ ３４ ，１４４ １３ ．５ １００ ．０

資料）表２に同じ 。

岸諸州と平原諸州（マニトバ ・サスカチ ュワン ・アルバータ）では製造業出荷額全

体の約２割から３割を占めており ，農業あるいは水産業のさかんな地域で，食

品飲料製造業が高い位置を占めている。工業地帯 ・人口集中地域であるオンタ

リオ州における食品飲料製造業の出荷額は，全製造業のおよそ１割であり ，大

西洋岸および平原諸州といちじるしい対照をなしている 。

　第二に，カナダの食品飲料製造業全体における各地域の位置づけである。大

消費地のオンタリオ州，ケベッ ク州の比率が高く ，両州合わせてカナダの食品

飲料製造業出荷額全体の６６％を占めている 。

　この点をさらに詳しくみるために，主要品目ごとに出荷額の地域別順位を上

位３位まで示したのが表４である。オンタリオ州が１位になっ ている品目が多

く， これは同州がトロントなどの大消費市場を持っているとともに，畜産，酪

農， 果樹，野莱の生産がさかんであることを反映している。また，エリー湖や

オンタリオ湖をはさんでアメリカの工業地帯と接していることも ，食品産業が

立地するうえで有利な要因である 。

　これに次いでいるのはケベッ ク州であり ，乳製品，飼料，肉製品などの酪農

畜産関係で重要な位置を占めている。オンタリオとケベソ クの２州の合計で ，

家禽製晶６９ ．６％，飲用乳６０ ．４％，その他の乳製品８３ ．７％，飼料６８ ．５％，パン ・

べ一カリー 食品７５ ．６％，砂糖 ・菓子９１ ．８％と高い比率を占めており ，東部の２

　　　　　　　　　　　　　　　　（２９６）
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　表４　主な食品出荷額の地域別順位（１９８６隼）

　　　　　　　　　　　　　（　）内はカナダ全体に占める構成比（％）

１　位 ２ 位 ３ 位

食肉 肉製品 オンタリオ （３１ ．５） ケベッ ク （２５ ．９）
アルバータ

（２１ ．１）

家 禽　　製 品 オンタリオ （４３ ．５） ケベッ ク （２６ ．１） Ｂ． Ｃ． （９ ．Ｏ）

水 産　食 品 大西洋岸 （６５ ．Ｏ） Ｂ． Ｃ． （２５ ．１） ケベッ ク （６ ．３）

飲 用 乳 オンタリオ （３７ ．Ｏ） ケベッ ク （２３ ．４） Ｂ． Ｃ、 （１７ ．４）

その他の乳製品 ケベッ ク （５２ ．６） オンタリオ
（３１ ．１）

アルバータ （８ ．４）

飼 料 オンタリオ （３５ ．９）
ケベッ ク （３２ ．６）

アルバータ
（１１ ．２）

植 物 油 アルバータ
（５４ ．５）

オンタリオ （４５ ．５）

パン ・べ一カリー食品 オンタリオ （４０ ．２） ケベッ ク （３５ ．４） Ｂ． Ｃ． （７ ．４）

砂 糖 菓 子 オンタリオ （６３ ．３） ケベッ ク （２８ ．５） Ｂ． Ｃ． （２ ．６）

資料）表２に同じ 。

つの州に食品製造業の生産が集中している 。

　その他の州で目立つものとしては，水産食品（大西洋岸）や植物油，食肉 ・

肉製晶（アルバータ州）があげられ，これらの品目では原料生産地に近いとこ

ろに工場が立地していることを示している 。

　（３）上位企業への集中度

　次に ，．食品飲料製造業における大企業への集中度をみておこう 。表５は ，

１９８０年における上位４社および上位８社への出荷額の集中度を，品目別に示し

ている 。

　いずれの品目でも上位企業への集中度は高いが，なかでもとくに高いのは上

位４社の出荷額シェアが６割をこえる分野で，ビール（９９ ．Ｏ％），ビスケ ット

（７９ ．９％），ウイスキー（７４ ．９％），冷凍果実野菜（７２ ．７％），ワイン（７２ ．Ｏ％），植

物油（７０ ．９％），穀物製粉 ・シリアル食品（６６．０％）が該当する 。

　これらの分野では，１社ないし２社の巨大企業がきわめて大きなシェアを占

めている。たとえば，ビールのジ ョン ・ラバット杜とモルソン杜，ビスケ ット

のジ ョージ ・ウェストン社とナビスコ 社， ウイスキーのシーグラム杜，冷凍果

実野菜食品のマッ ケイン社といっ た巨大アグリビジネス企業が当該産品の市場

を支配している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２９７）
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上位４社のシェアが比較的低い　　　表５　上位企業への集中度（１９８０年）

分野は，飼料（２５ ．Ｏ％），パン ・べ

一カリー 食品（３３ ．５％），家禽製品

（３６ ．３％）

，飲用乳 ・乳製品
（３７ ．０％），果実野莱の缶詰 ・保存

食品（３９．０％）である。しかし ，

飼料を別とすれば，これらの分野

でも上位８社のシェアはおよそ５

割に届くのである。なお，飼料と

飲用乳 ・乳製品で上位企業への集

中度が比較的低いのは，各州ごと

に組織された協同組合が大きな位

置を占めていることも ，寄与して

いると思われる 。

出荷額のシェア（％）

上位４杜 上位８社

食肉 ・肉製品（家禽を除く） ４３ ．３ ５３ ．Ｏ

家　　禽　　製　　品 ３６ ．３ ５０ ．６

水　　産　　食　　品 ４４ ．７ ５３ ．５

果実野菜の缶詰 ・保存食品 ３９ ．Ｏ ５５ ．７

冷凍の果実野菜
７２ ．７ ８６ ．７

飲用乳 ・その他の乳製品 ３７ ．０ ５０ ．６

穀物製粉 ・シリアル食品 ６６ ．０ ８４ ．７

飼　　　　　　　料
２５ ．７ ３４ ．１

ビ　ス　ケ　 ッ　ト
７９ ．９ ９５ ．７

パン ・べ 一カリー 食品
３３ ．５ ４７ ．８

菓　　　　　　　子
５０ ．１ ７２ ．９

砂　　　　　　　糖 Ｘ １００ ．Ｏ

植　　　物　　　油
７０ ．９ １００ ．Ｏ

その他の食品
３３ ．８ ４７ ．８

ソフ　ト　ドリ　ンク
４８ ．２ ６１ ．４

ウ　イ　ス　キ　 ー
７４ ．９ ９４ ．５

ビ　　　　ー　　　　ル ９９ ．Ｏ １００ ．Ｏ

ワ　　　イ　　　ン
７２ ．Ｏ ９０ ．７

　　　　　　　　　　　　　　　　　資料）Ｓｔａｔｌｓｔ１ｃｓ　Ｃ　ｄ ，Ｉｎｄ血１ｏｒｇａｍｚａｔｌｏｎ　ａｎｄ 　ｃｏｎ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
血ｔ１ｏｎ　ｍ　ｔｈｅ　ｍｍｕｆａｃｔｕｒｍｇ　ｍｍｍｇ　ａｎｄ１ｏｇｇｍｇ

　（４）貿易依存度　　　　　　　　　　 ｍｄｕ、血、、、１９８０Ｃａｔ３１－４０２（Ｏｃ。。ｂ、、１９８３）

　カナダの食品飲料製造業の輸出

入と外国資本の支配は，米加自由貿易協定のもとでの当該産業の動向を検討す

るうえで重要な要素である 。

　まず，食品製造業の貿易依存度から見ておこう（表６）。１９８７年の出荷額に

占める輸出額の比率を高い順にあげると ，水産食品（６３ ．３％），植物油（２５ ．４％） ，

調整穀粉 ・シリアル食品（１９ ．２％），砂糖 ・菓子（１６ ．７％），食肉 ・肉製品

（１５ ．８％，家禽製品を除く）である 。

　あとの分析との関わりでとくに注目すべきは，食肉 ・肉製品と植物油である 。

前者は８０年代に入ってから対米輸出が急激に伸びた分野であり ，とくに豚肉の

輸出はアメリカとの問で深刻な貿易紛争を引き起こすに至っている。後者の植

物油の中心はナタネ油であり ，近年健康食品としての評価の高まりからアメリ

カ等への輸出が伸びている。これらの分野で，近年外国企業の参入や合併 ・買

　　　　　　　　　　　　　　　　（２９８）
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表６　食品製造業の貿易依存率　　　　　収による業界の再編成が急速に

輸出比率（％）

１９８１ １９８７

水　産　食　品
８３ ．１ ６３ ．３

植物油（コーン油を除く） ２４ ．４ ２５ ．４

調整穀粉 ・シリアル食品 ３５ ．４ １９ ．２

砂糖 ・菓子
７． ４ １６ ．７

肉・ 肉製品（家禽製品を除く） １１ ．Ｏ １５ ．８

ビ　ス　ケ　ッ　ト
５． ３ １３ ．９

パスタ製品
１１ ．４ １０ ．１

果実野菜製品
９． ３ ８． ５

穀　物　製　粉
２４ ．５ ７． ６

飼　　　　料
６． Ｏ ６． ５

紅茶 ・コーヒー
Ｏ． ９ ６． ２

パン ・べ 一カリー 食品
３． ２ ５． ９

乳　　製　　品
４． ３ ２． １

家　禽　製　品
１． ４ Ｏ． ９

輸入比率（％）

１９８１ １９８７

紅茶 ・コーヒー
４１ ．３ ３８ ．６

水　産　食　品
５４ ．８ ３２ ．２

砂糖 ・菓子
２９ ．６ ２９ ．８

植物油（コーン油を除く） ２２ ．５ ２７ ．９

果実野菜製品
２７ ．７ ２３ ．３

調整穀粉 ・シリアル食品
９． １ １２ ．Ｏ

パス　タ製品
８． Ｏ １２ ．Ｏ

ビスケ ッ　ト
５． Ｏ １１ ．７

肉・ 肉製品（家禽製品を除く） ５． ５ ７． ５

飼　　　　料
１． ９ ４． １

家　禽　製　品
４． ４ ３． ６

パン ・べ一カリー 食品
２． １ ３． ２

乳　　製　　品
２． Ｏ ２． Ｏ

穀　物　製　粉
３． １ ！． ７

注ｊ 輸出比率は出荷額に占める輸出の比率 。

　　輸人比率はカナダ市場（出荷額一輸出十輸人）に占め

　る輸入の比率 。

資料）Ｄｏｕｇ１ａｓ ＲｕｂｙａｎｄＯｄｅｔｔｅ Ｖａｕｇｈａｎ、“Ｓｉｔｕａｔｉｏｎａｎｄ

　ｏｕｔ１ｏｏｋ　ｆｏｒ　ｔｈｅ　ｆｏｏｄ　ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　ａｎｄ　ｒｅｔａｉｌｉｎｇ　ｓｅｃｔｏｒｓ”

　Ｆ
ｏｏｄ　Ｍａｒｋｅｔ　Ｃｏｍｍｅｎｔａｒｙ　ＶｏＬ１！ ，Ｎ ｏ． ４（ｊａｎ，１９９０），ｐ

　２１

進んでいることは注目すべき現

象である（詳しくは第３節を参

照）。

　カナダ市場における輸入依存

度が高い分野は，紅茶 ・コーヒ

ー（３８ ．６％），水産食品（３２ ．２％）
，

砂糖 ・菓子（２９ ．８％），植物油

（２７ ．９％）

，果実野菜製品
（２３．３％）である。水産食品，砂

糖・ 菓子，植物油は輸出入とも

に比率が高い 。

　（５）外国企業の支配

　カナダ経済に占める外国企業

の位置がきわめて高いことは ，

つとに指摘されてきたことであ

る。 表７によれば、１９８１年にお

けるカナダの製造業全出荷額の

３５ ．５％がアメリカ企業，１０ ．４％

がその他の外国企業によるもの

で， 両者を合わせると ，製造業

全出荷額の半分近くに達する 。

　食品飲料製造業全体に占める

外国企業のシェア（出荷額べ 一

ス）は２７ ．７％で，製造業全体よ

りは低いが，それでも４分の１

以上を占めている。分野別にみ

（２９９）
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て， １９８１年の時点で外国企業の出荷額シェアが過半を占めたのは，ビスケ ソト

（７１％），菓子（６５％），果実野莱の缶詰 ・保存食品（６１％），ソフトドリンク

（５４％）であり ，穀物製粉 ・シリアル食品もそれに近かった。ビスケ ットでは ，

ナヒスコ社とベアトリス ・フース社，果実野菜の缶詰 ・保存食品ではナヒスコ

社， キャンベル ・スープ社およびピルズベリー 社， ソフトドリンクのコカコー

ラ社が，それぞれの分野での代表的な外国企業の子会社である 。

　なお，表７は資料上の制約から１９８１年の時点での外国企業の支配状況をあら

わしており ，その後の１０年問に大きな変化が生じている。この点は次節で述べ

るが，たとえば食肉 ・肉製品における外国企業のシェアは，１９８１年以降にいち

じるしく高まっ ていると考えられることを指摘しておきたい 。

表７　食品飲料製造業における外国資本の支配

　　　　　　　　　　　　　　　　（１９８１年，出荷額の％）

カナダ 外国計 うちアメリカ その他

全製品業合計
５４ ．０ ４６ ．０ ３５ ．５ １０ ．４

食品飲料製造業計
７３ ．２ ２６ ．８ １９ ．９ ６． ８

ビ　ス　ケ　 ッ　ト
２８ ．９ ７１ ．１ Ｘ Ｘ

その他の食品
３２ ．３ ６７ ．７ ５０ ．Ｏ １７ ．５

菓　　　　　　　子
３４ ．６ ６５ ．４ ４０ ．３ ２５ ．０

果実野莱の缶詰 ・保存食品 ３９ ．２ ６０ ．８ Ｘ Ｘ

ソフトドリンク
４６ ．２ ５３ ．８ Ｘ Ｘ

穀物製粉 ・シリアル食晶 ５３ ．７ ４６ ．３ Ｘ Ｘ

ウ　イ　ス　キ　ー
７１ ．６ ２８ ．４ Ｘ Ｘ

飲用乳 ・乳製品
７５ ．９ ２４ ．１ Ｘ Ｘ

冷凍の果実野菜
８２ ．０ １８ ．Ｏ １７ ．９ Ｏ． ０

飼　　　　　　料
８２ ．３ １７ ．７ １６ ．０ １． ５

水　　産　　食　　品 ９０ ．４ ９． ６ ７． ７ １． ７

家　　禽　　製　　品
９１ ．８ ８． ２ ８． １ ０． ０

パン ．べ 一カリー 食品
９３ ．Ｏ ７． Ｏ ３． ８ ３． Ｏ

肉・ 肉製品（家禽製晶を除く） ９５ ．Ｏ ５． ０ ２． ３ ２． ５

資料）Ｓｔａｔｌｓｔｌｃｓ Ｃａｎａｄａ，Ｄｏｍｅｓｔｌｃａｎｄ　 ｆｏｒｅｍｇｎｃｏｎ位ｏ１ｏｆｍａｎｕｆａｃｔ甘ｍｇ，ｍｍｍｇ　ａｎｄ１ｇｇ　ｇ

　ｅｓｔａｂ１ｉｓｈｍｅｎｔｓ　ｉｎ　Ｃａｍｄａ１９８１（Ｊｕｌｙ１９８５）

（３００）
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３． 大手アグリビジネス企業の事業概要と最近の再編動向

　（１）カナダ企業上位５００社ランキングにおける大手アグリビジネス企業

　カナタの代表的経済誌
‘‘

Ｔｈｅ　Ｆｍａｎｃ１ａ１Ｐｏ．ｔ” は毎年夏に，カナタの上位企業

５００社のランキングを掲載した特集号を発行している 。１９９１年夏の同誌特集号

から，食品飲料製造業の大手企業上位３０社を抽出して示したのが表８である
。

　対象は食晶飲料製造業に関わる企業に限定しており ，投入財製造業 ・小売業

・外食サービス業は除外した。なお，ジ ョージ ・ウエストン社やカー ギル社の

ように，食品小売業や穀物取引業が主体であるが，食晶製造業においても重要

な位置を占めており ，「農業食糧関連総合企業」というべき企業はこの表に含

めている 。

　ここでは次の３つのグルー プに分けて，その特徴を概観しよう 。第一に，外

国企業の完全所有子会杜およぴその支配下にある企業，第二に協同組合，第三

にカナダ資本主体の私企業である 。

　表８を一見して眼を引くのは，外国企業の完全子会杜やその支配下にある企

業が多いことである。完全所有子会社は，カー ギル（８位），クラフト ・ゼネ

ラルフーズ ・カナダ（９位），ユニレバ ー・ カナダ（１１位），ネ ッスル（１４位） ，

ロビンフッ ド・ マルチフーズ（２３位），ゼネラルミルズ ・カナダ（２４位），ラル

ストンピュリナ ・カナダ（２５位），クエーカー・ オーツ（２７位）の８社である

（順位は食品飲料製造業の販売額順）。

　また，株式の過半数が外国企業の支配下にある企業が，カナタ ・パソ カース

（５位），ナビスコ ・ブランズ（１５位），キャンベル ・スープ（２０位）の３祉であ

る。 これに，コカコーラ社が株式の４９％まで所有しているＴＣＣピハレ ソジ社

（１３位）を加えると ，食品飲料製造業上位３０社のうち，１２社が外国企業の完全

所有子会社ならびにその支配下にある企業である 。

　いま一つの特徴は，乳製品を中心に協同組合が一定の位置を占めていること

　　　　　　　　　　　　　　　　（３０１）
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表８

　　立命館経済学（第４１巻 ・第３号）

カナダの食品飲料製造業上位３０社（１９９０年）

販売額
順　位

年間販
売　額

雇用者数 外国資
企　　業　　名 主な分野 本比率

食品 全産

業
（百万

ドル）
（人） （％）

１ ４ Ｇｅｏｒｇｅ　Ｗｅｓｔｏｎ　Ｌｔｄ 食品総合／べ一カリー １０ ，８５６ ５５ ，８００ Ｏ

２ １４ Ｓｅａｇｒａｍ　Ｃｏ． ウイスキー ５， ８６５ １７ ，０００ ４８

３ ２０ Ｊｏｈｎ　Ｌａｂａｔｔ　Ｌｔｄ ビール ４， ６８１ １６ ，５００ ０

４ ３２ Ｉｍａｓｃｏ　Ｌｔｄ タノ、コ ３， ４９０ ８６ ，８６３ ４１

５ ３８ Ｃａｎａｄａ　Ｐａｃｋｅｒｓ　Ｉｎｃ
．△

食肉 ３， ０９２ ９， ＯＯＯ ５６

６ ４９ ＭｃＣａｉｎ　Ｆｏｏｄ ｓ　Ｌｔｄ フレンチフライ ２， ３９６ １２ ，５００ Ｏ

７ ５５ Ｍｏｌｓｏｎ　Ｃｏｓ ビール ２， １２２ １３ ，９００ Ｏ

８ ７４ Ｃ・・ｇｉ１ｌＬｔｄ
．△

穀物取引／食肉／飼料 １， ６１２ １， ９００ １００

９ ７９ Ｋｒａｆｔ　Ｇｅｎｅｒａ１Ｆｏｏｄｓ　Ｃａｎａｄａ　Ｉｎｃ
．△

乳製品その他 １， ５５０ ４， ５３３ １００

１０ ９０ Ｃｏｏｐｅｒａｔｉｖｅ　ｆｅｄｅｒｅｅ　ｄｅ　Ｑｕｅｂｅｃ＊ 乳製品／飼料 １， ３５３ ３， ６５３ Ｏ

１１ ９６ Ｕｎｉ１ｅｖｅｒ　Ｃａｎａｄａ　Ｌｔｄ
．△

植物油 １， ２４８ ７， ５８８ １００

１２ １０４ Ｕｎｉｔｅｄ　Ｇｒａｉｎ　Ｇｒｏｗｅｒｓ＊ 穀物取引／飼料 １， １２５ １， ４７３ ０

１３ １１６ Ｔ． Ｃ． Ｃ． Ｂ・・…ｇ・・ Ｌｔｄ
．△

ソフトドリンク
１， ００２ ５， １７４ ４９

１４ １１８ Ｎ・・ｔ１・ Ｅｎｔ・・ｐ・ｉ… Ｌｔｄ．△ コーヒー ９７６ ５， ５００ １００

１５ １３９ Ｎａｂｉｓｃｏ　Ｂｒａｎｄｓ　Ｌｔｄ
．△

ビスケ ットその他 ７４８ ３， ９００ ７５

１６ １６０ Ｓｃｈｎｅｉｄｅ・ Ｃｏ・ｐ 食肉 ６１８ ３， ３００ Ｏ

１７ １６２ Ｎａｔｉｏｎａ１Ｓｅａ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｌｔｄ 水産食晶 ６０８ ５， ６００ ０

１８ １９３ Ａｇｒｏｐｕｒ，ｃｏｏｐｅｒａｔｉｖｅ　ａｇｒｏ－ａｌｉｍｅｎｔａ止ｅホ 乳製品／飼料 ４９６ １， ６２７ ０

１９ ２０７ Ｇａｉｎｅｒｓ　Ｉｎｃ 食肉その他 ４６８ ２， ３００ ０

２０ ２１２ Ｃ・ｍｐｂ・１１Ｓ・・ｐ　Ｃ・．△ スープ／野菜加工 ４５０ ２， １００ ７１

２１ ２２３ Ｂｅｃｋｅｒ　Ｍｉ１ｋ　Ｃ ｏ． 乳製品 ４２６ ６５０ ０

２２ ２３８ Ｃ・ｎ・ｄ・ Ｍａ１ｔｉｎｇ　Ｃｏ モルト ４００ １， ４７５ Ｏ

２３ ２４０ Ｒｏｂｉｎ　Ｈｏｏｄ　Ｍｕ１ｔｉｆｏｏｄｓ　Ｉｎｃ
．△

製粉 ３９７ １， ３５０ １００

２４ ２６３ Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｍｉ１１ｓ　Ｃａｎａｄａ　Ｉｎｃ
．△

穀物製品 ３６０ ｎ． ａ． １００

２５ ２８５ Ｒａ１ｓｔｏｎ＿Ｐｕｒｉｎａ　Ｃａｎａｄａ　Ｉｎｃ
．△

飼料 ３１５ ７８０ １００

２６ ３０３ Ｂ． Ｃ． Ｓｕｇａｒ　Ｒｅ丘ｎｅｒｙ　Ｌｔｄ 精糖 ２９０ ８７５ ０

２７ ３１８ Ｑｕａｋｅｒ　Ｏａｔｓ　Ｃｏ．ｏｆ　Ｃａｎａｄａ△ 穀物製品 ２７４ １， ０５０ １００

２８ ３２０ Ｍｕ１ｔｉ－Ｍａｒｑｕｅｓ　Ｉｎｃ べ一カリー ２６８ ３， ７５０ Ｏ

２９ ３５７ Ｅｘｐｏｒｔ　Ｐ
ａｃ
ｋｅｒｓ　Ｃ

ｏ． 食肉 ２１２ １６４ ０

３０ ３６３ Ｃｅｎｔｒａｌ　Ａ１ｂｅ血ａ　Ｄａ辻ｙ　Ｐｏｏ１＊ 乳製品 ２０８ ７３５ Ｏ

　　注）　＊印は協同組合，△印は外国企業の完全所有子会社またはその支配下にある企業 。

　資料）Ｔｈｅ　Ｆｈａｎｃｉａｌ 　Ｐｏｓｔ５００，Ｓｕｍｍｅｒ１９９１

である。ケベッ ク州の２つの大手協同組合Ｃｏｏｐｅｒａｔｉｖｅ　
ｆｅｄｅｒｅｅ　ｄｅ　 Ｑｕｅｂｅｃ

（１０位）とＡｇｒｏｐｕｒ，ｃｏｏｐｅｒａｔ１ｖｅ　ａｇｒｏ－ａ１ｍｅｎｔａ１ｒｅ（１８位），穀物取引が主体であ

るが飼料生産を展開している平原諸州のユナイテ ッド ・グレイン ’グロワーズ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０２）
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（１５位），そしてアルバータ州で乳製品を生産しているセントラル ・アルバータ

　デイリー・ プール（３０位）の４社をあげることができる
。

　以上の２つのグループを除いた１４社がカナダ資本を主体とする私企業である
。

その中には，パン ・べ一カリーと食品小売を中心とするジ ョージ ・ウエストン

社（１位），ウイスキーのシーグラム社（２位），ビール ・調理食品のジ ョン ・

ラバット社（３位），フレンチフライ ・冷凍食品のマッ ケイン ・フーズ社（６

位），ビールのモルソン社（７位）などのように，カナダ以外の国に進出して ，

多国籍アグリビジネスヘの道を歩んでいる企業もいくつか生まれている。これ

らのうち代表的な企業について，その事業の概要を後で述べることにしよう 。

　次に，１９８０年代後半における大手アグリビジネス企業の盛衰を販売額の面か

　　　　　　　　　　表９　１９８６年と９０年の販売額順位比較

９０年順位 ８６年順位
企　　業　　名

販売額（百万ドル）
（食品） （食品）

増加率
８６年 ９０年 ％

１ １ Ｇｅｏｒｇｅ　Ｗｅｓｔｏｎ　Ｌｔｄ １０ ，０２６ １０ ，８５６ ８． ３

２ ３ Ｓｅａｇｒａｍ　Ｃｏ． ３， ３４２ ５． ８６５ ７５ ．５

３ ５ Ｊｏｈｎ　Ｌａｂａｔｔ　Ｌｔｄ ３， １６１ ４， ６８１ ４８ ．１

４ ２ Ｉｍａｓｃｏ　Ｌｔｄ ４， ３１１ ３， ４９０ 一１９ ．Ｏ

５ ４ Ｃａｎａｄａ　Ｐａｃｋｅｒｓ　Ｉｎｃ ３， ２３３ ３， ０９２ 一４
．４

６ １０ ＭｃＣａｉｎ　Ｆｏｏｄ ｓ　Ｌｔｄ １， １５１ ２， ３９６ １０８ ．２

７ ６ Ｍｏ１ｓｏｎ　Ｃｏｓ １， ６７８ ２， １２２ ２６ ．５

８ ８ Ｃａｒｇｉ１１Ｌｔｄ １， ２０１ １， ６１２ ３４ ．２

９ １４，１７ Ｋｒａｆｔ　Ｇｅｎｅｒａ１Ｆｏｏｄｓ　Ｃａｎａｄａ　Ｉｎｃ ．＊ １， ５３４ １， ５５０ １． ０

１０ ９ Ｃｏｏｐｅｒａｔｉｖｅ　ｆｅｄｅｒｅｅ　ｄｅ　Ｑｕｅｂｅｃ １， １７０ １， ３５３ １５ ．６

１１ １３ Ｕｎｉ１ｅｖｅｒ　Ｃａｎａｄａ　Ｌｔｄ ８９０ １， ２４８ ４０ ．２

１２ １１ Ｕｎｉｔｅｄ　Ｇｒａｉｎ　Ｇｒｏｗｅｒｓ ９８４ １， １２５ １４ ．３

１３ （１８） Ｔ． Ｃ． Ｃ． Ｂ・・…ｇ・・ Ｌｔｄ．洲 ６６５ １， Ｏ０２ ５０ ．７

１４ ２０ Ｎｅｓｔｌｅ　Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅｓ　Ｌｔｄ ５９８ ９７６ ６３ ．２

１５ １２ Ｎａｂｉｓｃｏ　Ｂｒａｎｄｓ　Ｌｔｄ ９４２ ７４８ 一２０ ．６

１６ １９ Ｓｃｈｎｅｉｄ
ｅ・ Ｃｏ・ｐ ６４８ ６１８ 一４

．６

１７ ２１ Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｓｅａ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｌｔｄ ５１６ ６０８ １７ ．８

１８ １５ Ａｇｒｏｐ甘，ｃｏｏｐｅｒａｔｉｖｅ　ａｇｒｏ－ａｌｉｍｅｎｔａｉｒｅ ７７２ ４９６ 一３５ ．８

１９ ２５ Ｇａｉｎｅｒｓ　Ｉｎｃ ３３０ ４６８ ４１ ．８

２０ ２４ Ｃａｍｐｂｅ１１Ｓｏｕｐ　Ｃｏ ３４７ ４５０ ２９ ．７

資料）Ｔｈｅ　Ｆｉｎａｎｃｉａｌ　Ｐｏｓｔ５００（１９８７ａｎｄ１９９１）

注）ホ 　８６年は，クラフトとゼネラルフーズの２つの企業であ ったが，８８年に合併 。

　　 非＊　８６年は，Ｃｏｃａ －Ｃ ｏ１ａ　Ｌｔｄ ．。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３０３）
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ら見ておこう 。表９は１９８６年と９０年の販売額順位を比較したものである。上位

企業の中でこの４年問に販売額を大きく増やしたのは，シーグラム社（伸び率

７６％），ジ ョン ・ラバット社（同４８％），マッ ケイン ・フーズ社（同１０８％）・カー

ギル社（同３４％），ユニレバ ー・ カナダ社（同４０％），ネ ッスル社（同６３％）とい

った企業である。他方で，販売額が減少ないし横はいであ った企業は，ナヒス

コ・ ブランズ社（一２１％），イマスコ 社（一１９％），カナダ ・パッ カーズ社（一

４％），クラフト ・ゼネラルフーズ社（１％）などである 。

　（２）代表的アクリビジネス企業の概要

　カナダ資本が主体の代表的なアグリビジネス企業について，その事業展開の

概要を紹介しておこう 。

　ａ ．ジ ョージ ・ウエストン社

　１９９０年の販売額約１０９億ドル，雇用者約５万５千人の巨大総合食品企業であ

り， 全産業の販売額ランキングでも４位に入っている 。

　設立は１９２８年で，現社長の祖父ジ ョージ ・ウエストンが１９世紀末からトロン

トで始めた製パン業を母体にしている。両大戦問期には，アメリカとイギリス

にビスケ ット製造業の子会社を設立しており ，早い時期から外国に進出してい

る。 第二次大戦後に食品小売業に進出し，現在同社傘下の最大の食品小売チ ェ

ーン，ロブロウ社の支配権を１９５６年に手に入れて，総合食品企業となっ
た

（Ｄａｖｉｅｓ，ｐｐ
．１９５－６）。

　１９８９年の部門別販売額構成は，食品小売部門７６％，食品加工部門１５％，資源

部門（水産業 ・林業）１２％となっ ている。国別にみると，カナダでの販売が

７９％，アメリカでの販売が２１％という比率である。食品加工部門の主力は，べ

＿カリー 製品（パン ・ビスケ ット）とチ ョコレート ・アイスクリームである

（Ｔｈｅ　Ｆｍａｎｃ１ａ１Ｐｏｓｔ，Ｓ岨ｖｅｙ　ｏｆ　Ｉｎｄ
－ｕｓｔｒ１ａ１ｓ１９９０）。

　なお，イギリスのジ ョージ ・ウエストン社はカナダとは別組織になっ ており ，

ジョージ ・ウエストン ・ホールディングス社は１９８６年の販売額３８億ドル，子会

社のアソシエイテ ッド ・ブリティッ シュ ・フーズ社は販売額３５億ドルで，ヨー

　　　　　　　　　　　　　　　　（３０４）
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ロソパの食品企業販売額ランキンクのそれぞれ６位と８位を占めている（日本

貿易振興会「ＪＥＴＲＯ海外食品産業情報」Ｎｏ． １０２．１９８７年８月１０日）。

　ｂ ．　シーグラム社

　スピリッッとワインの製造販売における世界最大の企業であり ，２７カ国に子

会社と系列会社を有している（Ｓｔ．ｆｆ。。ｄ．ｎｄ　Ｐｕ・ｋｍ．ｐｐ１１５９ －６１）。

　１９２８年に２つの企業が合併して設立され，１９３０年代にアメリカに進出 ，１９４９

年にはシーバス ・リーガルで知られるスコットランドのシーバス ・ブラザーズ

社を買収した。その後，フランス，イタリア，ドイツ，ジャマイカ ，プェルト

リコなどで子会社を買収または設立し，日本ではキリンビールとの問に合弁企

業キリン ・シーグラム社を設立している。最近では，１９８８年に世界２位のコニ

ャソ ク・ メーカーのマーテル杜を買収，またアメリカの大手果汁飲料企業であ

るトロピカーナ ・プロダクツ杜を買収している 。

　同社の販売額の地域別構成を見ると ，カナダ５％，アメリカ４４％，ヨーロッ

パ３８％，ラテンアメリカ ・アジア１３％となっ ており ，カナダの食晶飲料製造業

の中ではもっとも多国籍化の進んだ企業の一つである。同社はジ ョージ ・ウエ

ストン社と同様に，典型的な同族支配企業であり ，創業者の一族であるフロン

フマン家が株式の支配的部分を所有している 。

　Ｃ ．ジ ョン ’ラバット社

　モルソン社とともに，カナダのビール市場を２社で支配する巨大企業である 。

同社の事業内容はおもに３つの部門から成 っている。ビール，調理食品 ・冷凍

食品，そして製粉 ・穀物製品である 。１９８２年における販売額の構成は，それぞ

れ４１％，２２％，３７％であ った（Ｒｕｇｍａｎ　ａｎｄ　ＭｃＩ１ｖｅｅｎ，ｐｐ１４２ －３）。 なお，同杜は

大リーグ球団トロント ・ブルージェイズの株式の４５％を所有している（Ｔｈ・

Ｆｍａｎｃ１ａ１Ｐｏｓｔ，Ｓｕｒｖｅｙ　ｏｆ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａｌｓ１９９０）。

　同社の筆頭株主であるブラスキャン社は，カナダの企業販売額ランキング第

９位のコングロマリット企業である。ブラスキャン杜の株式の４８％を所有して

いるのは，シーグラム社のオーナーであるエドワード ・ブロンフマンとピータ

ー・ ブロンフマンの持株会杜である。こうして，ブラスキャン社を介して，ブ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３０５）
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ロンフマン家とジ ョン ・ラバット社が結び付くという複雑な構図になっ ている

（Ｒｕｇｍａｎ　ａｎｄ　ＭｃＩ１ｖｅｅｎ，ｐ３９ａｎｄ　ｐ１４３）ｏ

　ｄ ．マッ ケイン社

　１９５６年に大西洋岸ニュー・ ブランズウィッ ク州で設立された世界有数のフレ

ンチフライ製造企業で，創業者のマソ ケインー族が支配権をもつ同族企業であ

る。

　６０年代はカナダ国内で子会社の設立や買収を行ってきたが，７０年代以降外国

に進出するようになり ，現在ではアメリカ ，イギリス，日本など９カ国に子会

社を有している（Ｔｈ．Ｆｍ．ｎ．１．１Ｐｏ．ｔ
，Ｓ皿ｖ．ｙｏｆＩｎｄｕ．ｔ・。。１．１９９０）。

　同社は食品加工部門だけでなく ，肥料 ・種子の生産，直営農場，農業機械製

造， 貯蔵施設，出荷，運送などの関連部門に多数の子会社 ・系列会社を有して

いる。カナタ国内，とくに本拠地であるニュー・ フランスウィソ ク州では局度

な垂直的統合システムを形成しており ，契約生産と直営農場を通じて大西洋岸

諸州の加工用ジャガイモ生産に大きな影響力を持 っている（Ｇｌｏｖ。。ａｎｄＫｕ．ｔｅ｝

・・，ＰＰ
．７７－７８）。

　（３）食品産業の最近の再編動向

　ここ数年の問に，企業買収 ・合併や大手アグリビジネス企業の多角化によっ

て， カナタの食品産業の再編が急ピ ヅチで進行している 。表１０は，食品産業に

おける８８年以降の企業買収や合併の主な事例を示したものである。この表を参

考にしながら，食晶産業の最近の再編の特徴をまとめてみよう 。

　第一に，国境を超えた企業貝収 ・合併が目立つことである・一つは，アメリ

カでの企業買収 ・合併にともなっ て， カナダでの子会社同士が合併したケース

である。たとえば，フィリッ プ・ モリス社は，８５年にゼネラル ・フーズ社を ，

次いで８８年にクラフト社を買収した。これにともないカナダにおけるそれぞれ

の完全所有子会社が合併して，８８年にクラフト ・ゼネラルフーズ ・カナダ社が

誕生した。８６年の食品産業販売額順位１４位と１７位の企業が合併して，販売額順

位９位（９０年）の企業が生まれたのである（表９参照）。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３０６）
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表１０ 食品産業の最近の主なＭ＆Ａ（合併 ・買収）

３７

年次 買　収　企　業 被　買　収　企　業

１９８８ Ｃａ・ｇｉ１１ Ｍａｐ１ｅ　Ｌｅａｆ　Ｍｉｌ１ｓ（穀物取引部門）

Ｓｅａｇｒａｍ Ｍａｒｔｅ１（コニャッ ク， フランス）
Ｔｒｏｐｉｃａｎａ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ（飲料，アメリカ）

１９８９ Ｍｏ１ｓｏｎ Ｃａｒ１ｉｎｇＯＸｅｅｆｅ（カナダ３位のビールメー力一）

Ｓｅａｇ・ａｍ Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｎａｔ皿ａ１Ｂｅｖｅｒａｇｅ　Ｃｏｒｐ． （炭酸飲料，アメ
リカ）

Ｃａｒｇｉｌ１ Ａｒｃｏｎａ　Ｆｅｅｄ　Ｍｉｌ１ｓ（飼料）

Ｃａｍｐｂｅ１１Ｓｏｕｐ　Ｃ ｏ． Ｃａｔｅ１１ｉ　Ｌｔｄ．（Ｊｏｈｎ Ｌａｂａｔｔの子会杜，マッ シュ ルーム ，

ピクルス ，ジャム部門）

Ｂｏｒｄｅｎ　Ｉｎｃ Ｃａｔｅ１１ｉＬｔｄ．（Ｊｏｈｎ Ｌａｂａｔｔの子会杜，上記以外の部
門）

Ｂｅａｔ貞ｃｅ　Ｆｏｏｄｓ
Ｅｐ１ｅｔｔ　Ｄａｉｒｉｅ。（乳製品）

Ｃａｎａｄ・ Ｍａ１ｔｉｎｇ　Ｃ ｏ１ ＧｒｅａｔＷｅｓｔｅｍＭａ１ｔｈｇ　Ｃ ｏ． （モルト ，アメリカ）

Ｒｏｂｉｎ　Ｈｏｏｄ　Ｍｕｌｔｉｆｏｏｄｓ Ｍａｓｔｅｒｆｅｅｄｓ　Ｌｔｄ．（ペットフード）

ＭｃＣａｉｎ　Ｆｏｏｄ ｓ Ｄａｉｒｙ　Ｃｒｅｓｔ　Ｆｏｏｄｓ　Ｃｒｅａｍｅｒｙ（乳製品，イギリス）

１９９０ Ｃａｒｇｉ１１ Ａ１ｂｅｒｔａ　Ｔｅｒｍｉｎａｌ　Ｌｔｄ．（穀物エレベ ーター）

Ｓａｓｋａｔｃｈｅｗａｎ　Ｗｈｅａｔ　Ｐｏｏ１ Ｅ１ｄｅｒｓ　Ｇｒａｉｎ　Ｃ ｏ． Ｌｔｄ．（穀物エレベ ーター オースト

ラリア）

Ｊｏｈｎ　Ｌａｂａｔｔ Ｗｉ１１ｉａｍ　Ｎｅｉｌｓｏｎ（クリーム部門）

Ｂ． Ｃ． Ｓｕｇａｒ Ｌａｎｔｉｃ　Ｓｕｇａ・（砂糖）

Ｃｅ１１ｉｅｒｓ　ｄｕ　Ｍｏｎｄｅ　Ｉｎｃ Ｔ． Ｇ． ＢｒｉｇｈｔａｎｄＣｏ． Ｌｔｄ．（カナダ最大のワインメー
カー）

Ｍａｐ１ｅ　Ｌｅａｆ　Ｍｉ１１ｓ（Ｃ
ａｎａｄａ　Ｐａｃｋｅｒｓの子会社，製粉部門）とＯｇｉ１ｖｉｅ　Ｍｉ１ｌｓ（Ｊｏｈｎ

Ｌａｂａｔｔの子会杜）が合併。新社名はＭａｐ１ｅ　Ｌｅａｆ－ Ｏｇｉｌｖｉｅ 。

１９９１ Ｃａｎａｄａ　Ｐａｃ ｋｅｒｓ Ｆ． Ｗ． Ｆｅａｒｍａｎ（豚肉加工）

Ａｒｃｈｅｒ　Ｄａｎｉｅｌｓ　Ｍｉｄ１ａｎｄ Ｓｏｏ　Ｌｉｎｅ　Ｍｉ１１ｓ（製粉，Ｗｅｓｔｏｎ の子会社）

ＭｃＣａ．ｔｈｙ　Ｌｔｄ．（同上）

Ａｒｃｈｅｒ　Ｄａｎｉｅ１ｓ　Ｍｉｄｌａｎｄ Ｕｎｉｔｅｄ 　Ｏｉ１ｓｅｅ ｄｓ　 Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　 Ｌｔｄ、（ナタネ搾油，Ｕｎｉｔｅｄ

Ｇｒａｉｎ　Ｇ
ｒｏｗｅｒｓ，三菱商事，日新製油の合弁企業）

ＣＳＰ　Ｆｏｏｄ ｓ　Ｌｔｄ ＣａｎａｄａＰａｃｋｅｒｓの製油部門（→新会杜ＣａｎＡｍｅｒａ

Ｃ・ｎｔ・・１Ｓｏｙ・ｏｆ　Ｃ・ｎ・ｄ
・ Ｆｏｏｄ ｓ　Ｌｔｄ．１こ）

資料）　Ｔｈｅ　ＦｉｎａｎｃｉａＩ　Ｐｏｓｔ，Ｓｍｖｅｙ　ｏｆ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉａ１ｓ！９９０

　　　　Ｔｈｅ　Ｗｅｓｔｅｍ　Ｐｒｏｄｕｃｅｒ

　　　　Ｂｒｅｗｓｔｅｒ　Ｋｎｅｅｎ，Ｔｒａｄｉｎｇ　Ｕｐ ：Ｈｏｗ　Ｃａｒｇｍ，ｔｈｅ　Ｗｏｒ１ｄ ’ｓ　Ｌａｒｇｅｓｔ　Ｇｒａｉｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ ，ｉｓ　Ｃｈａｎｇｉｎｇ　Ｃａｎａｄｉａｎ

　　　Ａｇｒｉｃｕ１ｔｕｒｅ，ＮＣ　Ｐｒｅｓｓ　Ｌｔｄ．（１９９０）

　　　　日本貿易振興会「ＪＥＴＲＯ農林水産ウイークリー」

（３０７）
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　いま一つは，アメリカ企業（またはその子会杜）がカナダ企業を買収するケー

スである。これはカナダの食品産業に占める外国企業の位置の大きさから，従

来からも多かったのであるが，最近の特徴は，米加自由貿易協定のもとで北米

市場全体の事業計画の中でカナタを位置づけ，積極的に投資を行なっ ているこ

とである。とくに，カーギル社やアーチャー・ ダニェルズ ・ミッ ドランド社と

いっ た穀物関連企業の動きが活発である 。

　８０年代になっ てから顕著になっ たのは，カナタ企業が外国企業を買収するケ

ースである。たとえば，シーグラム社は８８年にアメリカの大手果汁飲料企業ト

ロピカーナ ・プロダクッ社を買収し，翌８９年には炭酸飲料製造業のアメリカン

・ナチ ュラル ・ベバレ ッジ社を買収した。また，カナダ ・モルティング社（ジ

ョン　ラハソ ト社とモルソン社が株式の２０％ずつを所有）は８９年にアメリカのクレ

ート ・ウエスタン ・モルティング社を買収して，世界最大のモルト製造企業に

なっ た。

　第二の特徴は，部門別にみて，穀物取引 ・製粉 ・飼料 ・製油といっ た穀物 ・

油糧種子関連部門での再編の動きが活発であること ，また食肉部門での企業問

の角逐が熾烈になっ ていることである 。

　穀物関連部門では，製粉のメープル ・リーフ ・ミルズ社（カナダ ・パッ カーズ

社の子会社）と，やはり大手製粉企業のオギルビー・ ミルズ社（ジ ョン ・ラバッ

ト社の子会社）が９０年に合併して，メープルリーフ ・オギルビー杜となっ た。

新会社は販売額８億ドル以上，従業員約４千人，８カ所の製粉工場と４カ所の

スターチ ・グルテンエ場を有し，カナダの小麦粉生産の５０％以上を占めること

になる（日本貿易振興会ｒＪＥＴＲＯ農林水産ウイークリー」Ｎｏ． １８０３．１９９０年１０月１５

日）。 製粉部門は慢性的な供給過剰が続いており ，しかも米加自由貿易協定の

もとでアメリカの穀物メジャーの攻勢が予想されることから，競争力強化のた

めに合併に踏み切ったものと見られている 。

　この分野で注目すべきは，世界最大の巨大穀物商社カーギル社とアメリカの

穀物商社アーチャー・ ダニエルズ ・ミッ ドランド（ＡＤＭ）社の動きである 。

カーギル社の動きについては次節で詳しく述べるので，ここではＡＤＭ社の

　　　　　　　　　　　　　　　　（３０８）
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活発な企業買収について述べておこう 。

　ＡＤＭ社は，９１年にウエストン ・フーズ杜の子会社であ った２つの製粉企業

（スー・ ライン ・ミルズ社とマッ カーシー社）を買収し，さらに同年５月にはナタ

ネ搾油のユナイテ ッド ・オイルシーズ ・プロダクツ社を買収した。ユナイテ ッ

ド・ オイルシーズ ・プロダクッ社は，協同組合のユナイテ ッド ・グレイン ・グ

ロワース社が三菱商事 ・日新製油との合弁事業でナタネの搾油をしていたが，

業績不振で９０年１１月以来工場を閉鎖していた。ＡＤＭ社は，ナタネ油がコレス

テロール値の低い低飽和脂肪であることからアメリカ市場で健康食品として将

来性が大きいと判断して，この買収に踏み切ったのである（Ｄ．ｙｄ．ｎ，Ｔｈ．Ｗ。。ｔ －

ｅｒｎ　Ｐｒｏｄｕｃｅｒ１９９１ ．５．３０
．）ｏ

　これに対して，ＣＰＳフーズ杜（サスカチ ュワン小麦プールとマニトバ小麦プール

の子会社）とセントラル ・ソーヤ ・カナダ社は，カナダ ・パッ カーズ杜の製油

部門を共同で買い取り ，新会社キャナメラ ・フーズ社を設立した。株式の持ち

分は半々であり ，新会社はカナダ最大の搾油企業となっ た。 パートナーである

セントラル ・ソーヤ ・カナダ社は，８７年に親会社のセントラル ・ソーヤ社がイ

タリアの巨大食品コングロマリットであるフェ ルッッィ社に買収されたことに

ともない，その子会杜となっ ている（Ｒ．ｎ。。，Ｔｈ．Ｗ。。ｔ．ｍ　Ｐ。。ｄｕ。。・１９９１１１１４）。

つまり ，ＡＤＭ杜がカナダの搾油部門に進出したのに対して，小麦プールがフ

ェル ッツィ社と手を結んで陣容の立て直しを図ったというわけである 。

　他方で，食肉部門での競争の激化と再編も急速に進んでいる。カー ギル社は ，

８９年にアルバータ州南部のハイリバーに週６千頭の肉牛処理能力を持つ大規模

な食肉工場を完成させた（Ｋｎｅ・ｎ，ＰＰ．６３ －６５）。 アルバータ州はカナダの肉牛主

産地で，８８年の肉牛と畜数は約１２１万頭，カナダ全体の４４％を占めていた

（Ｃ．ｎ．ｄ． Ｇ。。ｍ． Ｃｏｕｎ．１１１９８９，ｐ２１２）。 新設されたハイリハー工場の年間処理能力

は３１万２千頭で，アルバータ州の年問と畜数のおよそ４分の１を占めることに

なる。つまり ，カーギル杜ハイリバー工場の生産能力だけで，カナダ全体の肉

牛と畜数の約１割に相当するのである 。

　カーギル社の新鋭工場完成によっ て大きな打撃を受けたのは，食肉部門の大

　　　　　　　　　　　　　　　　（３０９）
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手老舗企業カナダ ・パッ カーズ社である。同杜はアルバータ州内に４カ所の食

肉工場を持ち，８０年代前半における同社工場の肉牛処理能力は州全体のおよそ

３分の１に相当しており ，同州内最大の食肉企業であ った（Ｃｈｉ１ｄ，ｐ．１４１）。

　カナダ ・パッ カーズ杜は，牛肉消費の不振と過剰生産能力によっ て， この数

年来業績不振に陥っていたが，そこへ決定的な打撃となっ たのがカーギル社の

ハイリバー工場建設である 。８９年４月 ，同社はアルバータ州内の４カ所の食肉

工場のうち，カルガリーとレスブリッ ジの工場の閉鎖と約５００名の従業員の解

雇を決定した。あとの２つの工場についても買い手が見つかりしだい売却する

計画である（Ｄｕ．ｋｗｏ．ｔｈ，Ｔｈ．Ｗ。。ｔ．ｍ　Ｐ。。ｄｕ。。。１９９１５２）。 カナタ ・パソ カース

杜はこれまで同社の主力であ った牛肉部門から撤退し，他方でオンタリオ州の

豚肉加工企業Ｆ．Ｗ．フィアマン社を買収して，豚肉処理 ・加工にシフトして事

業の立て直しを図 っている（日本貿易振興会ｒＪＥＴＲＯ農林水産ウイークリー」Ｎｏ

１８３１．１９９１年５月８日）。

　このように，穀物関連と食肉の２つの分野において，企業貝収や合併，業界

の再編成が急展開しているのはなぜだろうか。両者ともに，カナダの食品産業

の中でもっとも輸出競争力が強い分野である。しかし，同時にカナタ国内市場

はいずれも慢性的な過剰にあえいでいる。こうした分野にカーギル社やＡＤＭ

社， あるいはフェ ルッ ッィ社が新規投資を積極的に行うのは，北米市場あるい

は環太平洋地域の輸出市場を視野にいれての生産拠点の配置戦略の一環である 。

これらの企業は，カナダの原料農産物を現地で加工して，付加価値をつけた製

品（食肉やナタネ油）を輸出するという戦略をとっ ている 。

　いま一つの考慮しなければならない要因は，農産物の中でも肉牛は政府やマ

ーケティング ・ボードによる規制がもっとも弱い分野ということである

（Ｆ
ｏ．ｂ。斗ｐ．１２０）。 また，ナタネはカナダ小麦ボードによる管理の対象外になっ

ており ，小麦や大麦と違ってカナダ小麦ボードによる規制は及ばない。これら

の原料農産物は，その調達と価格形成において，大手アグリビジネス企業が市

場支配力を容易に行使できる分野である 。

　しかも ，米加自由貿易協定の発効以来，カナダ連邦政府は農業 ・食料政策の
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大幅な見直しを始めており ，カナダ小麦ボードの権限の見直し ・縮小や穀物運

賃政策の変更の是非が重要な争点となっ ている。大手アグリビジネス企業は ，

現在カナダ小麦ボードの管理下にある平原諸州産の小麦 ・大麦についても ，近

い将来に規制が大幅に緩和されることを予想して，熾烈な競争を繰り広けてい

るのである 。

４． カナダにおけるカー ギル社の事業展開

　（１）課題と資料

　ここで取り上げる事例は，カナダにおけるカー ギル社の事業展開である 。周

知のように，カー ギル社は世界最大の穀物商社であり ，同時に肥料生産，製粉 ，

大豆加工，飼料生産，肉牛フィードロット経営，食肉加工など多角的な事業を

展開している巨大アグリビジネス企業である。本社はアメリカのミネソタ州ミ

ネアポリス郊外にあるが，その子会社と系列会社の事業は５５カ国に及び，全体

で約４万６千人の従業員を雇用している（Ｋｎ・・ｎ，ｐ ．１）。

　カーギル杜はカナダにおいても近年めざましい事業の拡張を進めており ，そ

の動向はカナダの農業と食品産業に大きな影響を及ぼすものとして注目を浴び

ている。そこで，以下ではカナダにおける同社の事業展開の過程を跡付けて ，

その狙い ・戦略について検討してみたい 。

　ここで主に利用する資料は，Ｂｒｅｗｓｔｅｒ　 Ｋｎｅｅｎ，ＴＲＡＤＩＮＧ　ＵＰ；Ｈｏｗ　 Ｃａｒ －

ｇ１１１，ｔｈｅ　Ｗｏｒ１ｄ’ｓ　Ｌａｒｇｅｓｔ　Ｇｒａｍ　Ｔｒａｄｍｇ　Ｃｏｍｐａｎｙ，１ｓ　Ｃｈａｎｇｍｇ　Ｃ
ａｎａｄ１ａｎ

Ａｇｒ１ｃｕ１ｔｕｒｅ（ＮＣＰｒｅ。。 Ｌｔｄ１９９０）である。同書は，カナタにおけるカーキル社

の発展過程を子細に跡付け，同社の事業展開の狙いを検討し，連邦政府の農業

　食糧政策と同杜の戦略との結び付きを明らかにしようと試みており ，カナダ

におけるカー ギル杜の動向を正面きっ て分析した初めての本格的な著作である 。

　同書の著者はノヴ ァ・ スコシア州での１５年問の農業経営の経験をもとにして ，

現在はトロントを基盤に食糧システムの分析と雑誌の編集 ・発行に携わ ってお

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１１）
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り， いわゆるアカデミズムの主流に属する研究者ではないが，独自の調査と資

料にもとづく綿密な分析には傾聴に値するものがある 。

　（２）カーギル社の進出過程

　カナダにおけるカーギル社の進出過程の概略を示したのが表１１である。同社

のカナダ進出は大きくいっ て３つの時期に分けることができよう 。

　第一の時期は，１９２８年にウィニペグの事務所で穀物取引を開始してから ，

１９６０年代半はまでである。この時期には，もっ ぱら穀物取引と運搬関係の事業

が中心であ った 。

　第二の時期は１９６５年にオンタリオ州のシェーバー・ ポウルトリー社を傘下に

収めて以降，８０年代中頃までである。シェーバー社のハイブリッ ド種鶏は世界

の鶏卵生産の３分の１を支えていると言われている。この時期には，「本業」

の穀物取引でもナシ ョナル ・グレイン社の買収や内陸穀物ターミナル開設によ

って事業拡大を進める一方で，種鶏生産，種子生産，飼料生産，鶏肉加エヘと

多角化を進めている 。

　第三の時期は，８５年以降である。この時期には，飼料生産，食肉加工，肥料

の販売と生産へと進出し，一段と多角化を進める一方で，シェーバー社を売却

して種鶏生産から撤退している（撤退の理由は，ブロイラーの生産と鶏肉加工に集

中するためであるというのが，同社の説明である）。

　カーギル（カナダ）社長ケリー・ ホーキンスによれば，「わが杜は１０年前には

西部カナダの穀物取引会社だった」が，「今日では農業関連総合会社（。ｎ．ｇ。。

ｃｏｍｐａｎｙ）である」（Ｅｗｍ。，Ｔｈｅ　Ｗｅ．ｔｅｍ　Ｐ．ｏｄｕ．ｅ．１９９０５３）。 この発言に示され

るように，この時期のカナタにおける事業の多角化はめさましいものである 。

　そこで，次に８５年以降のカーキル社のカナタでの事業展開の動向を，穀物取

引， 飼料生産，食肉加工，肥料製造の各分野別に見ることにしよう 。

（３）穀物取引

穀物取引はカーキル社の「本業」であり ，また，飼料生産と密接な関連を持
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っているので，同社はこの分野での事業拡大を一貫して追求している 。

　　　　　表１１　カナダにおけるカー ギル社の発展過程（略年表，１９８８年まで）

１９２８隼　　　ウィニペグの事務所でカナダにおけるカー ギル社の穀物取引始まる 。

１９５３年　　　バンクーバーのカー・ ギフォード杜を買収。カナダでのターミナル ・エレベーター第

　　　　　　１号 。

１９５９年　　　セント ・ローレンス水路開通。カー ギル社はセント ・ローレンス河口のケベッ ク州 ，

　　　　　　ベイ ・コモーにカナダ最大の穀物積み替えエレベ ー一 ターを開設 。

１９６１年　　　クリーブランドのハンナ ・マイニング杜と合弁で，ニピゴン ・トランスポート杜を設

　　　　　　立。セント ・ローレンス河を下 ってベイ ・コモーまで穀物を運搬し，帰り荷として鉄

　　　　　　鉱石を運ぶ 。

１９６５～８８年　オンタリオ州，ケンブリッ ジのシェー バー・ ポウルトリー杜の支配権を握る（同杜の

　　　　　　ハイブリッ ド種の鶏は世界の鶏卵生産の３分のユを支えている）。

１９７１年　　　カー ギル本社，Ｐ．Ａ．Ｇ．シーズ杜（イリノイ）をカナダの販売も含めて買収。１９８８年

　　　　　　にＰ．Ａ１Ｇ．の杜名はなくなり ，カー ギル ・ハイブリッ ド・ シーズ杜に変更 。

１９７４年　　　ナシ ョナル ・グレイン杜（サンダーベイのターミナルと５カ所の飼料工場を含めて

　　　　　　２８６カ所のエレベーターを保有）を買収。ニュートリナ（カー ギルの商晶名）飼料を

　　　　　　カナダに導入 。

１９７６年　　　内陸穀物ターミナルをサスカチ ュワン州ウェイバーンとローズタウンに開設。カー ギ

　　　　　　ル社はこのターミナルで扱う全穀物の販売代理店となる 。

１９７８年　　　オンタリオ州，タルボ ットビルのアーリン ・グレイン社を買収し，オンタリオ州のア

　　　　　　グリビジネスに参入 。

１９８１年　　　オンタリオ州，プリンストンに種子用とうもろこしの加工 ・貯蔵工場を建設 。

　　　　　　カー ギル ・グレイン社の子会社であ ったブリティッ シュ ・コロンビア州，サリーのパ

　　　　　　ンコ ・ポウルトリー杜を３年問の経営の後に閉鎖 。

１９８２年　　　カー ギル社は平原諸州の穀物の８％を取り扱っていた（平原諸州の３つのプール合計

　　　　　　で，カナダの穀物取り引きの約６０％を支配していた）。 カナダ小麦ボードの民間輸出

　　　　　　代理店の首位を占める 。

！９８５～８６年　マニトバ州，ブランドン近くにあるコラ ・フィード杜を買収。サスカチ ュワン州とマ

　　　　　　ニトバ州で肥料サービス網を拡大 。

１９８７年　　　アルバータ州，レスブリッ ジのサウザン ・フィード社を買収（アルバータ州南部第一

　　　　　　の大手飼料製造会社）。 同州南部の肉牛フィードロット産業に対する最大手の飼料供

　　　　　　給会社となる 。

　　　　　　エアー・ フィード ・アンド ・サプライ杜（オンタリオ州，エアー）を買収。オンタリ

　　　　　　オ州における飼料及び農業投入財供給業にはじめて進出 。

１９８８年　　　オンタリオ州，ケンブリッ ジのシェー バー・ ポウルトリー社をフランス企業ＩＳＡ社

　　　　　　に売却 。

　　　　　　４月 ，メープル ・リーフ ・ミルズ杜の穀物部門を，イギリスのヒルズダウン ・ホール

　　　　　　ディングス杜から約４ ，０００万ドルで買収（オンタリオ州に２３カ所のカントリー・ エレ

　　　　　　ベーターと ，４カ所のグレイン ・エレベーターを有しており ，オンタリオ州で販売さ

　　　　　　れる穀物の約１０％を取り扱う）。 カナダ最大の大豆取り扱い業者となる 。

資料）　Ｂｒｅｗｓｔｅｒ　Ｋ ｎｅｅｌ１，Ｔｒａｄｉｎｇ　Ｕｐ，ｐｐ．５１－５５

（３１３）
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　８２年の時点では，カーギル社の穀物取引の中心は西部の平原諸州であり ，同

社は平原諸州から出荷される穀物の約８％を取り扱っていた。これに対して ，

平原諸州の３つの小麦プールは穀物取引のおよそ６０％を支配しており ，圧倒的

なシエアをもっ ていた 。

　近年の特徴は，平原諸州での着実な事業拡大とともに，東部のオンタリオ州

で急速に穀物取引を拡大していることである。カーギル社は，８８年にメープル

・リーフ ・ミルズ社の穀物取引部門を買収し，オンタリオ州で２３カ所のカント

リー・ エレベーターと４カ所のターミナル ・エレベーターを手にいれた。翌８９

年にはアルコ ナ・ フィーズ社を買収した。８８年以前にはオンタリオ州で目立た

ない存在であ ったカーギル社が，８９年末には３１カ所の穀物取扱施設（サンダー

ベイのターミナル ・エレベーターを除く）を所有し，同州の穀物貯蔵能力の約２１％

を支配するまでに急成長したのである（Ｋｎ。。ｎ，ｐ．６９）。 こうして，カー ギル社

はオンタリオ州で最大の大豆取引業者となっ た。

　他方，平原諸州では，９０年にアルバータ州政府からアルバータ ・ターミナル

社を購入している。同杜はエドモントン，カルガリー レスブリッ ジに穀物取

扱・ 貯蔵施設を保有しており ，この施設は同州内の２８カ所のカントリー・ エレ

ベーターから集荷した穀物を，西海岸に運送する中継基地と位置づけられてい

る（ＭｃＬｏｕｇｈ１ｍ，Ｔｈｅ　ＷｅｓｔｅｍＰｒｏｄｕｃｅｒ１９９０８２）。

　隣のサスカチ ュワン州ワテナでは，穀物生産者が建設を計画している穀物タ

ーミナルに関して，カーキル杜が１０％の株式を取得し，専門技術や管理運営面

での助言を行うことで，合意に達している（Ｅｗｉｎ。，Ｔｈｅ　Ｗ。。ｔｅｍ　Ｐ．ｏｄｕ。。。１９９１

１０．１０ ．）。

　こうして，カー ギル社は８９年現在，オンタリオ州の穀物生産の１４％と西部カ

ナダの作物の８％を取り扱っている。これまで，カナダの穀物取引の大部分を

占めてきたのは，３つの小麦プールとユナイテ ッド ・グレイン ・グロワーズに

代表される穀物生産者の協同組合であ ったが，カーキル杜は，近年の穀物取引

事業の拡大によっ て， その一角に大きく食い込んできている 。

（３１４）
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　（４）飼料製造

　カーギル社がカナダの飼料生産に参入したのは，１９７４年にナシ ョナル ・グレ

イン社を買収し，５カ所の飼料工場を手に入れたときからである 。８５～８６年に

マニトバ州のコラ ・フィード杜を買収，そして翌８７年にはアルバータ州南部最

大の飼料製造会社，サウザン ・フィード社を買収した。後者の買収によっ て，

カーギル社はアルバータ州南部の肉牛フィードロット経営に対する最大手の飼

料供給企業となっ た。 これはアルバータ州ハイリバーに建設した大規模食肉工

場との関連で重要である 。

　１９８９年７月にはオンタリオ州のアルコナ ・フィード ・ミルズ社を買収し，同

社のブランドであるニュートリナ飼料をオンタリオ州だけでなくアメリカ中西

部のミシガン州にも供給するために，工場の設備改善に１億ドル以上を投資す

る予定であると発表した（Ｋｎ・・ｎ，Ｐ６１）。

　Ｂ．二一ンはこの買収の狙いを北米大陸戦略の一環であるとして，次のよう

に説明している 。ｒカーギル社の役員が語ったところでは，もしオンタリオ州

で利用できる飼料原料一とうもろこしと大豆一が足りなければ，ミシガン州と

イリノイ州から輸入して，完成飼料を［アメリカに１再輸出してもなお引き合

うと見ているようである 。」（Ｋｎ。。ｎ，ｐ ．６３）

　（５）食肉加エ

　カーギル社はカナダではこれまで牛肉加工に携わ ってこなか った（鶏肉加工

はブリティッ シュ ・コロンビァ州で３年間経営して８１年に撤退している）。 ところが ，

８０年代後半に牛肉加工に進出して，この分野でも一挙に有力企業となっ た。

　１９８７年１０月 ，カーギル社はアルバータ州ハイリバーに最新設備の食肉工場を

建設することを発表した。同工場は肉牛のと畜，解体，加工などを行い，「カ

ナダで唯一の完全に統合された，大規模牛肉処理施設で……交替勤務無しで週

当り６，ＯＯＯ頭まで生産が可能」と発表された（Ｋｎ。。ｎ，ｐ．６３）。 当初の予定総工費

は４ ，４００万ドルであ ったが，アルバータ州政府はこれに対して４００万ドルの補助

金を提供した（Ｓｗｉｈ・・ｔ，Ｔｈ・Ｗ・・ｔ・ｍＰ・・４ｕ…　１９８７ ，１２．３
．）。
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　８９年夏にハイリハー工場は操業を開始し，９０年には当初予定の工事をすべて

完了した。この時点で同工場は，「カナタの全牛肉市場の約１０％を供給し，他

方肉牛と畜数は全国の約１５％に達するであろう（食い違いの原因は輸出と輸入で

ある）」と言われている（Ｋｎｅｅｎ，ｐ６５）。

　さらに，９１年には冷蔵施設の増設を行い，日産１ ，３００頭から１ ，９００頭へと生産

能力を拡大している。こうした投資の背景にあるのは，カナダ国内の牛肉の過

剰生産能力を，北米と環太平洋地域への輸出に向けるという強気の見通しであ

る。 毎年，多くの肉牛が生体でカナダからアメリカヘ輸出されているが，これ

を現地でと畜し，カナダで付加価値をつけてから輸出することがカーギル社の

狙いであると言われている（Ｄｕｃｋｗｏ・ｔｈ，Ｔｈｅ　ＷｅｓｔｅｍＰ・ｏｄｕｃｅ・１９９１８１）。

　しかも ，重要なことはカーギル社がアルバータ州南部で最大手の飼料製造企

業であり ，肉牛フィードロット経営と深い結び付き幸持っていることである ・

「カーギル社は食肉工場建設の発表以前に，すでに［州内１最大手の飼料 ・飼

料添加物の製造 ・供給会社であ った。フィードロット経営者が資金シ ョートを

起こした場合には，カーギル社は同社の金融サービス部門を通じて融資も行 っ

ている。融資の条件は，カーギル社に融資された肉牛を工同社ブランドの１ニ

ュートリナ飼料で肥育しなければならないことである。いずれにしても肉牛飼

養者の選択の余地はほとんとない」ｒ牧場王やフィードロソト経営者は事実上

フランチャイス（専属）契約を行 っている」（Ｋｎｅｅｎ，ｐ６６）。 以上の引用から明

らかなように，同社はアルバータ州で食肉生産の垂直的統合化を推進してきた

が， ハイリハー食肉工場の建設によっ て， 同州における垂直的統合化は一応の

完成をみたと言えよう 。

　（６）肥料製造

　農業投入財の生産で注目されるのは，カーギル社がカナダの肥料生産と販売

に進出していることである 。

　一つは，１９８９年１月にオンタリオ州とケベッ ク州にあるシアナミド ・カナダ

株式会社の肥料小売配送網を買収したことである。この配送網は１４カ所の完全
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所有の小売ディーラーと８カ所の合弁ディーラー から成っている 。

　もう一つの事例は，８９年５月に，サスカチ ュワン州ベル ・プレインに世界最

大規模の肥料製造工場を建設すると発表したことである。この肥料工場では ，

州内産の天然ガスを原料として窒素肥料を製造する予定であり ，窒素肥料の販

売先はカナタ国内のみならず，アメリカ市場全域に輸出する予定である 。

　同工場は１９９２年春に操業開始の予定であるが，これを建設し所有するサフェ

ルコ ・プロダクッ社はカー ギル社とサスカチ ュワン州政府の合弁企業であり ，

株式の５０％をカー ギル社が，４９％をサスカチ ュワン州政府が所有している。し

かも ，建設に要する経費４億３ ，５００万ドルのうち３億５００万ドルについて，州政

府が債務保障を行 っており ，残りの１億３ ，ＯＯＯ万ドルをカー ギル社と州政府と

で折半して出資している（Ｋｎ。。ｎ，ｐｐ．５７ －６０）。

　（７）カーギル社と政府との関係

　以上の説明から明らかなように，カーキル社のカナタにおける最近の事業展

開は，米加自由貿易協定のもとでの北米市場の統合化をにらんで，その中で同

杜の市場支配力を強化するために，積極的に投資を行うというものであ った 。

そのさい，カナダの原料農産物や肥料原料を現地で製品（飼料，食肉，窒素肥

料）に加工し，付加価値をつけて北米市場や環太平洋地域全体に輸出すること

が基本的な戦略となっ ている。こうして，同社は「本業」の穀物取引だけでな

く， カナダの食品産業や農業投入財製造業においても有力企業となり ，投入財

の販売や農産物の買取り ・加工を通じて，農業経営との垂直的な統合関係を形

成してきたのである 。

　重要なことは，こうした事業展開が「自然的で」「自由な」競争の結果とし

て生まれたのではなく ，カナダ連邦政府や各州政府との密接な結び付きや「癒

着」関係によっ て可能となっ たことである 。

　第一に，カナダ連邦農務省との人事交流である。例えば，カー ギル杜（カナ

ダ）の副社長の一人であ ったＤ．ギルモアは，１９８５年に進歩保守党が総選挙で

勝っ て政権についた直後に，幹部職員人事交流計画（Ｅ・…ｔ１・・ Ｅ・・ｈ・ｎｇ・
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Ｐ・ｏｇ・・ｍ）によっ て連邦農務省に移 って，農産物販売戦略開発の責任者になっ

た。 彼は２年後にカーギル社に復帰し，アメリカで食肉取引の研修を積んだの

ちに，カナダ東部における食肉販売の責任者となっ た（Ｋｎ・・ｎ，Ｐ．８１）。

　また，カー ギル社の農産物販売部門にいたＰ．ケンプは，８６年にやはり幹部

職員交流計画によっ て連邦農務省に出向し，８９年には穀物 ・油糧種子担当国務

相チャーリー・ メイヤー付きの特別補佐官となっ た（Ｋｎ。。叫ｐ．８１）。

　こうして，カーギル社はカナダ連邦政府の農業政策に対して，様々な影響力

を行使することができるようになっ た。 カソト農業父渉アメリカ代表のＤア

ムスタ ッツがカーギル社元重役であ ったように，アメリカ政府とカーギル杜と

の「癒着」関係が深いことはよく知られているが，カナダでも８０年代後半の進

歩保守党政権のもとで同様の事態が起こっ ていることは注目に値する 。

　第二に，州政府がカーキル社の事業に対する補助金の支出や合弁事業を通じ

て， 多額の資金援助を行っていることである。上で述べた事例では，アルバー

タ州ハイリバーの食肉工場建設に対して，州政府が４００万ドルの補助金を支出

したことがあげられる 。

　もう一つの事例は，サスカチ ュワン州ベル ・プレインの肥料製造工場をカー

ギル社とサスカチュワン州政府の合弁企業が建設 ・経営し，州政府が３億５００

万ドルの債務保障を行ったことである。のこりの１億３，０００万ドルは両者で折

半して出資したから，カー ギル社は６ ，５００万ドルの投資で４億３ ，５００万ドルの肥

料工場の支配権を手にいれることができた 。

　以上のような連邦政府や州政府との様々な結び付きなしには，カナダにおけ

るカーギル社の急速な事業展開はできなかったであろう 。

５． 結びにかえて

　これまで，８０年代におけるカナダの食品飲料製造業と大手アグリビジネス企

業の動向を分析してきた。最後に，米加自由貿易協定のもとでの食品飲料製造
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業の動向を要約し，今後の研究課題を述べて結びとしたい 。

　第一に，米加自由貿易協定のもとで，カナダの食品製造業は一方ではアメリ

カ市場への進出機会を拡大できるが，同時にアメリカの食品製造業との厳しい

競争にさらされている（Ｒｕｂｙ．ｎｄ　Ｖ．ｕｇｈ．ｎ，ｐ．２１）。 競争力のないワイン製造業

はいまや壊滅の危機に直面しているし，また卵 ・牛乳などアメリカよりも割高

な原料農産物を使用する業種も苦境に陥 っている 。

　第二に，カナダの大手アグリビジネス企業はもともと多国籍企業の子会杜が

多いのであるが，こうした企業は北米市場あるいは環太平洋地域（なかでも日

本は重要な位置を占める）を視野にいれた積極的な投資を行い，カナダの原料農

産物や資源を現地で加工して輸出する方向での事業展開を進めている 。また
，

米加自由貿易協定によっ て関税が引き下げられる中で，場合によっ ては，アメ

リカから原料を輸入しカナダで加工して再輸出するケースも出てこよう 。他方

で， マッ ケイン社やシーグラム社のように，多国籍的な事業展開をとげつつあ

るカナダ企業も生まれている 。

　第三に，上の動向とからみあいながら，アクリピシネス企業間での買収，合

併， 事業提携が展開し，業界の再編成が急ピ ソチで進行している。とくに，食

肉産業と油糧種子（ナタネ）加工業において，企業買収と合併の動きが目立 っ

ている。これらの部門は輸出競争力があり ，しかも原料農産物に対する規制 ・

保護が比較的弱い分野であり ，アグリビジネス企業が市場を支配することが容

易であることから，現時点での業界再編成の動きがとくに集中的に現れている 。

　第四に，こうした食品製造業の激しい再編成の動きの中で，連邦政府の９０年

代農業 ・食糧政策についての検討が始まっ ている 。１９８９年１１月 ，連邦農務省は

９０年代の新しい農業 ・食糧戦略策定のための素案と言うべき報告書 “Ｇｒｏｗｉｎｇ

Ｔｏｇｅｔｈｅｒ” を公表した（Ａｇ．１．ｕ１ｔ１エ。。 Ｃ．ｎ．ｄ．１９８９）。 そこでは，米加自由貿易協

定とガ ット ・ウルグアイ ・ラウンドを念頭において，付加価値の高い農産物の

商品開発と販売戦略の構築，市場対応力を強化することが強調されている 。そ

して，この報告書をめぐる議論の中で小麦 ・大麦などの主力輸出作物について

は， カナダ小麦ボードの権限の見直しと鉄道運賃政策（クロウズネスト運賃協

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１９）
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定）の変更が重要な論点になっ ている 。

　米加自由貿易協定のもとでの食晶製造業の再編成が，連邦政府の農業 ・食糧

政策の見直しと連動していることは注目に値する。もとより ，９０年代の農業 ・

食糧戦略の策定をめぐる議論を紹介 ・検討することは別の機会に譲らねはなら

ない。今後の研究課題は，９０年代の農業 ・食糧戦略の策定に向けての議論の内

容を検討し，それが従来の農業政策や穀物流通システムをどう変えようとして

いるのか，そして農業経営や食品飲料製造業にどのような影響をもたらすかを

吟味することである 。
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